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期間中の主要施策と目標指標 

第２章 経営の基本方針と将来環境の見通し 

基本方針 基本施策 取 組 む 施 策 

基
本
方
針
１ 

都
市
ガ
ス
を
安
心
し
て 

利
用
で
き
る
環
境
整
備 

基本施策１－１ 

安心な環境を整

える 

基本施策１－2 

安心な環境を守

る 

⑴ 保安対策の充実 内管検査及び消費機器調査、導管漏えい調査、マイコンメーターの点滅確

認と宅内漏えい調査、ガス漏れ警報器設置促進 等 

⑵ 経年管対策の促進 宅内の白ガス管の入替え促進 

⑶ 事故防止等の啓発 広報・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等への掲載、チラシ等の配布、防災イベントへの参加 等 

⑴ 供給監視・供給支障への対応 ホルダーのガス供給量・供給圧の監視、整圧器の供給圧の監

視、ガスの成分分析・熱量測定、ガス漏えい等の修繕 等 

⑵ 保安体制の強化 24 時間・365 日体制の職員配備、職員教育と訓練の実施、研修参加 等 

基
本
方
針
２ 

生
活
を
支
え
る
都
市
ガ
ス 

施
設
等
の
安
全
性
の
向
上 

基本施策２－１ 

施設等の安全性

を高める 

基本施策２－2 

緊急事態に備

える 

⑴ 施設等の維持管理 整圧器等供給施設の点検整備・修理、導管電気防食装置定期点検、検知器

等定期点検整備、各種機器の保守点検、検満ガスメーター取替 等 

⑵ 計画的な施設等の更新 導管の経年対策と耐震対策の推進、老朽化供給施設の更新、工具器具

の最新機種への更新、新技術の導入検討、供給改善への対策検討 等 

⑴ 危機管理体制の充実 関係機関との連携、職員教育と訓練の実施、防災訓練等への参加、防災

関連計画や保安規程の定期点検・見直し、情報セキュリティの確保 等 

⑵ 災害被害の最小化対策 導管のループ化・ブロック化の検討、各種資機材の整備 等 

基
本
方
針
３ 

サ
ー
ビ
ス
提
供
を
安
定
的
に 

継
続
で
き
る
経
営
基
盤
の
構
築 

基本施策３－１ 

安定した経営環

境を創る 

⑴ 経営基盤の計画的強化 定員管理の適正化、指定ガス工事店への支援、供給施設等の廃止・規

模縮小等の合理化対策、安定した原料確保、適切な料金体系の確立、事務

事業の見直し、多様な情報ツールへの対応 等 

⑵ 経営管理の徹底 DX への取組み、ガスメーターの在庫管理、外部委託等の定期見直し 等 

基本施策３－２ 

市ガスへの関心

を高め、広げる 

⑴ 市ガスの利用促進 各種媒体を活用した情報発信、ガス機器の増設提案、ガスに関するアンケ

ート実施、エネファーム実証実験 等 

⑵ 市ガスの利用拡大 本支管負担金制度 PR、 、割引制度の創設検討 等 

２－３ 施策の体系と基本方針ごとの取組む施策 

 

２－４ 目標指標 

 

効率化・経営健全化に向けた取組  投資・財政計画  計画に未反映等の取組 

第３章 投資・財政計画 

進行管理  評価・検証 

第４章 事後検証及び改定の考え方 

1）建設改良に係る投資額の平準化 4）将来に備えた積立金の確保 

2）資産の有効活用と既存施設の長寿命化対策の実施 5）新技術導入に伴う職員定数管理の厳格化 

3）原価算定に基づく料金体系の適正化（料金改定の実施） 6）ICT 活用によるサービス向上（アプリ決済の導入） 

1）スマートメーターの導入時期の検討 4）資産メーターのマイコン化の検討 

2）供給量減少に伴う施設規模の検討（廃止、スペックダウン等） 5）新規大口需要家獲得に向けた対応 

3）地域福祉や高齢化社会への対応（検針時の声掛けサービス等） 6）ガスの受入れ増量検討（施設改修、卸元調整等） 

・ガス漏れ警報器設置個数 

  年間 40 個以上の設置又は更新 

・宅地内の白ガス管使用世帯の把握 

  2027（令和 9）年度末完成 

・ガス事故「０」の継続 

進行管理【PDCA】 

3－１ 経営の効率化・健全化に向けた取組 

 

 

3－２ 投資・財政計画 

 

 

3－３ 投資財政計画に未反映や今後検討予定の取組 

 

 

 

基本方針１ 

・ガス導管の耐震化率 

 2029（令和 11）年度 100％達成 

・整圧器遠隔監視システム導入 

2026（令和 8）年度末完成 

・災害時対応力の強化 

職員への講習等年 1 回以上実施 

・経常収支比率 

 101％以上 

・収納率 

当年度末 80％以上、翌年度末 99.9％以上 

・供給戸数 

 年間 50 戸以上の増加 

基本方針２ 基本方針３ 

実 施 
Do 

検 証 
Check 

改 善 
Action 

計 画 
Plan 

経営戦略 
(R3～12) 

決 算 
(毎年度) 

公 表 予 算 
(毎年度) 

 

・目標指標を毎年度、評価し公表 

・著しい情勢変化等があった場合は

必要に応じて計画の見直し 

・3～5 年の定期見直し 

評価・検証 

※総合計画と連動した進行管理を行います。 

設備投資額 

（百万円） 

補てん財源 

（百万円） 
（税込） 

収益的収支 

（百万円） 
純損益 

（百万円） 
（税抜） 

投資・財政計画は、本計画期間の 2030（令和 12）年度の 5 年後の 2035（令和 1７）年度まで推計 

資料編 P2～4 参照 


